
建設経済レポート No.75©RICE 

発刊に当たって 

一般財団法人建設経済研究所は、1982年の設立以来、我が国の国土づくり、社会資本

整備の最新動向、建設産業の現状や課題などを調査分析し、その結果を「建設経済レポ

ート」として取りまとめています。 

今号の建設経済レポートNo.75では、以下の内容を取り上げています。 

「第1章 建設投資と社会資本整備」では、まず建設投資に関連し、当研究所の「建設

経済モデル」へのAI適用の検証を行いました。また、今回初めて都道府県別の建設投資

見通しの予測を行った他、建設業の物価に関する把握の課題と解決策を示すとともに、

予測可能性について分析を行いました。次に社会資本整備に関連し、各方面への取材か

ら、北関東・甲信ブロックの社会資本整備動向、老朽化が進む国内の社会資本ストック

の現状の整理及びそれらの再生・活用の事例、そして、包括的民間委託事業について、

活用の拡大が望まれる道路分野の事例と今後の展望をまとめました。 

「第2章 建設産業の現状と課題」では、実地調査を通して、建設企業が従業員エンゲ

ージメント向上に向けた意識・働き方改革の取組を推進する上での要点の整理、インボ

イス制度等の近年の制度改正が建設労働環境にもたらす変化についての仮説の検証を

それぞれ行うとともに、脱炭素化に向けた建設産業の現状について、温室効果ガス排出

量の実態評価に関する指標の検討及び排出量の削減対策を整理し、今後の方向性をまと

めました。そして、建設企業の経営財務について、建設企業各社の決算状況及び資金調

達動向等の分析を行い、加えて、コロナ関連融資の利用状況等に関するアンケート調査

を実施し、その結果を基に分析を行いました。 

「第3章 公共調達制度」では、公共工事における手続の業務合理化、負担軽減の取組

について、受発注者双方への実地調査により状況と課題を整理し、方策を検討しました。 

「第4章 建設企業の海外展開」では、近年の社会経済情勢の変化に伴い生じてきたイ

ンフラ投資の新しい動向を踏まえつつ、CAGEフレームワークによる海外展開有望国分

析及び企業戦略論による垂直統合の必要性への言及等を通して、日本の建設企業の海外

展開の可能性や課題を検討しました。 

建設経済レポートNo.75が、インフラ整備、建設投資、建設産業に携わる皆様をはじ

め、経済、国土づくりの全般に広くご関心をお持ちの方々の諸活動に貢献することがで

きることになれば幸いです。 

2023年3月 

一般財団法人 建設経済研究所 

理事長   佐々木 基 
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